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第4章  

4．1．手法について   

4．1．1．一般原価調査の手法について  

一般原価調査における、（1）精度を維持した簡略化、（2）医師勤務に関する調査   

の比較調査について、 以下に記載する。  

（1）全般   

精度を維持した簡略化では、調査項目の削減及び直接計上情報の限定を行った。   

結果、一般原価調査によるデータ収集を40日程度で行うことができた。   

さらに、レセプト・データの代替方法として、Eファイルを用いた収集を行い、部  

門別収支計算を行うことができた。   

（2）医師勤務に関する調査の比較について   

医師勤務に関する調査では、病院ごとに、調査班にて用意した3つの方法のうち、  

いずれかを選択し調査を行った。   

一方で、調査方法を比較する観点から、1病院（C病院）に対し、これらの方法を  

併せて実施した。   

調査方法ごとの部門別の医業費用は、図表4－1のとおりであった。  

図表4－1医師勤務に関する調査方法ごとの一次計上結果（医業費用合計）  
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ただし、それぞれの方法は以下のとおりである。詳しくは、「第2章 方法」を参照のこと。   

方法1：医師が調査票に記入する方法   

方法2：医師および事務部門責任者が記入する方法   

方法3こ医師所属部門責任者が、診療科別医師・歯科医師勤務比率を記入する方法  
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第4章   

医師勤務に関する調査は、常勤医師給および非常勤医師給♂〕配賦に用いるf、  

調査方法ごとの部門別の常勤医師給は、区ほミ4二2打とおりであった。   

図表4－2をみると、方法2に対L、方法1と方法こうは類似した傾向を示したしつ   

これは方法2が外来部門と、外来部門を除く部門で記入者が異なるのに対し、方法  

1および方法3はは同一記入者が記入するたガ）と考えられる‖  

図表4－2 医師勤務に関する調査方法ごとの一次計上結果（常勤医師給）  
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入院部門及び外来部門における診療科別常勤医師給比率は、図表4－3、図表4一∠1  

のとおりであった。「   

ここでも、図表4－2と同様に、方法1と方法3は類似した傾向を示した。  

図表4－3 医師勤務に関する調査方法ごとの一次計上結果（常勤医師給）  

（入院部門）  

悪
濫
幽
扁
種
苗
定
礎
盛
 
 

e
朝
野
吏
」
刃
0
0
r
勅
霊
濫
幽
扁
柾
e
牽
朝
盟
悠
 
 

180 r 16・9  

□方法1田方法2E】方法3巨  16．0  

14．0  

12．0  

100  

8．0  

0
 
0
 
0
 
0
 
 

6
 
4
 
2
 
0
 
 

3．53二54・1  

2，123i9 ＿上図皿ニー、＿芸盗」  
整
形
外
科
 
 

脳
神
経
外
科
 
 

眼
科
 
 
 

ひ
尿
器
科
 
 

77  



第4章  

図表4－4 医師勤務に関する調査方法ごとの一次計上結果（常勤医師給）  
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中央診療部門について、部門別常勤医師給をみたところ、図表4－5のとおりで  

あった。  

図表4－5 医師勤務に関する調査方法ごとの一次計上結果（常勤医師給）  

（中央診療部門）  
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 （注）図表中「リハビリ」はリハビリテーションを表す。   

（3）まとめ  

医師勤務に関する調査について方法間で比較を行ったところ、医師給に占める割   

合の差は、部門ごとに最大でも6％程度であった。  

医師勤務に関する調査では部門により記入者が異なる方法2より、全ての部門を   

同一記入者が記入する方法1もしくは方法3が正しく比率を把握できると考えら   

れる。  

また、方法1と方法3については、調査票記入方法から、方法1がより精度を確   

保できるものと考えられるが、方法1と方法3で調査結果の差異が小さいことと、   

職員への作業負荷において方法3が小さいことから、今後は方法3を用いることと  

j ●・、  
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4．1．2．特殊原価調査の手法について  

特殊原価調査について、平成17年度調査研究では、新たに医療機器♂〕設傭関係  

費の調査を行／）たし、  

設備関係費に関する調査対象病院は3才緋完であった〔）  

二のうち、2病院（A病院、E病院）について併せて一般原価調査を行い、三次  

配賦に、1）「設備関係費♂）等価係数を用いた場合」、2）「延べ患者数比を用いた  

場合」のそれぞれの収支計算結果を比較した。  

（1）A病院  

三次配賦手法ごと〝）設備関係費の入院・外来ごとの診療科別三次配賦結果は、図  

表4－6のとおりであった。  

図表4－6 三次配賦手法ごとの  

設備関係費の入院・外来ごとの診療科別三次配賦結果（A病院）   
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第4章  

（2）E病院  

三次配賦手法ごとの設備関係費の入院・外来ごとの診療科別三次配貝武結果は、図   

表4－7のとおりであった。  

図表4イ 三次配賦手法ごとの  

設備関係費の入院・外来ごとの診療科別三次配賦結果（E病院）  
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（注）図表中「耳鼻咽喉気管食道科」は、耳鼻いんこう・気管食道科を表す。   

（3）まとめ  

設備関係費の三次配賦に、延べ患者数比を用いた方法と、設備関係費の等価係数   

を用いる方法について比較を行ったが、設備関係費の総額に対して、診療科別の三   

次配賦結果に、大きな差異は見られなかった。  

よって、今後はより簡便な延べ患者数比を用いて、設備関係費の三次配貝武を行う   

こととする。  
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4．2．調査結果について  

収支計算結果における、施設全体の医業収益を100 としたときげ）収支差額率（三  

次配賦後）は図表▲1HCりとおりであった（、  

入院部門がブラスで外来部門がマイナ▼く〝）病院が5施設、入院部門がマイナスで  

外来部門がブラスである病院が2施設、入院部門・外来部門がともにプラスが1施  

設で、両部門と牽〕－i7イナスの施設はなかった。  

平成16年度も調査協力病院であった4施設については、昨年同様の入院・外来  

別の収支傾向がみられた。  

図表4－8 医業収支差額（三次配賦結果）  

内院＿   
入院部P【］   外来部門   合計   差額   備考  

A病院   4．6 10．9  15．5   0．8  

ト －8．4   8．う －0．1  0．0  

C病院   6．】   －6．7   －0．6   －l．5  Hl（i参加   

L り．2   －5．0   4．2   1．7  ト116参加   

E病院   2．9   －5．5   －ニ．6   0．9  H16参加   

F病院   8．7   －4．5   4．コ   －0．9  

」 0．l   －5．7   －5．6   2．2  H沌参加   

H病院   －1．l   1 劇＿   0．6  0．7   
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各施設の入院外来別医業収益と医業費用の施設全体医業収益に占める害り合は図  

表4－9のとおりであった。  

図表4－9 医業収益と医業費用（三次配賦結果 入院部門一外来部門）  
医業収益  

病院名 
入院部門  外来部「】【】  入院部門  外来部門   

椚／J   

A病院   56．9   43．1   52．3   32．2  

B病院   50．2   4り．8   58．6   41．5  

C病院   68．4   3l．6   62．3   38・3  Hl（i参加   

D病院   6り．4   30．6   60．コ   35．6  H16参加   

E病院   75．4   コ4．6   70．5   30．l  H16参加   
．F病院   

ー G病院   

H病院   80，3  lり．7  7l．6  コ4．ニ       67．8  う2．コ  67．7  37．9  1116参加    70．b  【   三り．4  7l．7  27．8  
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4．3．DPCコスト調査研究との比較  

DPCコスト調査対象病院について、『診断群分類を活用した医療サービスのコ  

スト推計に関する調査研究（DPCコスト調査研究）』（以下、DPCコスト調査研  

究とする。）調査班の協力により、DPCコスト調査研究と、部門別収支調査研究  

の比較を行った。  

具体的には、（1）収集データの比較、（2）階梯配賦と階梯把握の比較、および  

（3）三次配貝武結果と三次把握結果の比較を行った。  

ただし、収集したデータの記録状況を踏まえ、E病院およびH病院について比較  

分析を行った。  

（1）調査対象とデータ収集について  

DPCコスト調査対象である図表4－10の病院について部門別調査を併せて実施  

した。  

図表4－10 DPCコスト調査比較対象病院および分析対象年月一覧  

分析対象年月  
No  比較対象病院名 

t）PCコスト調査研究  部門別調査研究   

D病院   （注1）  平成17年10月   

2   E病院   平成17年8月（往2）  平成17年10月   

3   F病院   （注3）  平成17年10月   

4   H病院   平成17年10月  平成17年10月   

（注1）DPCコスト調査研究にて収集できなかった。  

（注2）平成17年8月データの使用についてDPCコスト調査の三次把握結果は、平成17年7月、  

8月データのみ計算できた。平成17月8月分データと、平成17月10月分データとの間に大  

きな変化は無いとして、平成17年8月分データを用いた。  

（注3）データ収集は可能であったが、DPCコスト調査において把握された材料費を除く費用  

と、部門別調査研究において把握された材料費を除く費用の乗離が大きかったため、分  

析対象から除いた。  
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（三三）収集データの比較  

調査協力病院から収集し／たデータを比較した 

比較対象は、工〕PC調査におけるコストデータ（Ⅰ〕～J票）と、部門別収支調査   

研究の施設全体収支データである‖  

（ア）収集データにおける総額比較   

収集データにおける総額比較において、DPCコスト調査研究と部門別調査研究  

では、給与費の取り扱い、勘定科目の取り扱いに違いがある、1   

以下に、主な相違点について記載する。  

（手給与費の取り扱い   

部門別調査研究では、病院における給与の総額を捉えた上で、医師勤務に関する  

調査を用い部門別に接分する方法であるのに対し、DPCコスト調査研究では、標  

準単価の考え方にヰ）とづき 、国家公務員俸給表を用いたモデルコストとなっている  

ことが主な相違点である。，   

以下に、医師と、医師を除く職員に分けて、違いをみる。  

・医師   

DPC、コスト調査研究では、勤務実績比率に国家公務員俸給表の給与を乗じて、  

部門別給与費を算定した「 

ただし、入力支援ソフトは個人ごとの勤務時間を入力し、勤務実績比率としてい  

た。   

また、個人ごとの勤務時間は、便宜上、担当者がまとめて入力するものであったしつ   

これに対し、部門別調査研究では、当該病院全体の給与費を収集し、勤務比率（医  

師勤務に関する調査結果）を用いて按分したり  

・医師を除く職員   

DPCコスト調査研究では、職種ごとに、勤務比率（単位：人月）に国家公務員  

俸給表の給与を乗じて、部門別給与費を算定した。   

ただし、人力支援ソフトから職種ごとに入力した「標準勤務時間168時間／月に  

対する比率」を勤務比率とした。   

これに対し、部門別調査研究では、部門に直接計上した。  
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②勘定科目の取り扱い   

部門別調査研究での勘定科目が、『病院会計準則［改正版］』（平成16年8月）に  

沿ったものであるのに対し、DPCコスト調査研究の勘定科目はこれと異なる。   

具体的には、以下の違いがある。   

DPCコスト調査研究では、「賞与引当金繰入額」、「退職給与費用」、および「法  

定福利費」を職種ごとの平均給与に含めて計上していた。   

また、「固定資産税等」、および「控除対象消費税等負担額」が調査票に設けられ  

ていなかった。   

部門別調査研究では、DPCコスト調査研究に対し、賃借料における「その他」、  

「その他の機器備品」、「情報システム」が調査票に設けられていなかった。   

調査に用いた損益計算書が、病院の費用総額を正しく捉えるものであったため、  

他の科目に、計上されていたものと考えられる。  

次頁以降に、病院ごとの結果を記載する。  
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：イ）病院ごとの比較結果   

① E病院   

E病院では、給与費について、DPCコスト調査研究が2軋741，O37円であった  

のに対し、部門別調査研究は232，700，00（）円であった．、   

また、保勺二委託費について、DPCコスト調査研究が：う，H83，628「‾r】を計上したの  

に対し、部門別調査研究は計上しなかった。   

ただし、DPC（コストデータ）では材料費が把握されなかったため、図表4－11  

から、これを除いた。つ なお、部門別調査研究の材料費計は、102，153，319円であっ  

た。  

図表4－11 DPC（コストデータ）と部門別（施設全休収支データ）の対応表  

E病院（材料費を除く）  単位：円  

医埼用器械備品   

亮院貴隅 計（材料名を除く）   38R．697＿557  335．229．20了   

（注）諦掛け部分は、調査票に設（十rJれていない唄「1をホす。  
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（∋ H病院   

H病院では、給与費について、 DPCコスト調査研究が1，241，686，089円であっ  

たのに対し、部門別調査研究は915，486，984円であった。   

また、保守委託費について、DPCコスト調査研究が31，027，746円であったの  

に対し、部門別調査研究は13，831，280円であった。  

図表4－12 DPC（コストデータ）と部門別（施設全体収支データ）の対応表  

H病院  単位：円  

（注）網掛け部分は、調査票に設けられていない項目を示す。   

E病院、H病院はともに、DPCコスト調査研究の標準原価からモデル的に計算  

した病院費用が、部門別収支調査研究の実額と比べて1割以上高くなっていた。  
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（こi）階梯配賦（部門別）と階梯把握（DPC）の比較  

階梯配賦（部門別調査研究）と階梯把握（Df）Cコスト調盃研究）の部門別配賦   

比率ろ∴ 病院ごとに比較したし1  

ただしノ、部門別調査研究における部門（入院部門、外来部門、中央診療部門、補   

助・管理部門）が、Ⅰ〕P（：コスト調査研究における部門（診療・入院、診療・外来、   

診療共通、一般管理補助）に対応するヰ、ぴ）として、比較を行った1   

（ア）E病院  

三次配賦結果は、部門別調査研究では入院部門が70．7（‡ム、外来部門が29．3％であ   

／った〔7〕に対し、工）r－Cコスト調査研究では、入院部門が69∴Ⅲ、外来部門が30．7％   

であ／）た‖  

図表4－13  

階梯配賦段階ごとの医業費用 部門比率 E病院（部門別）  

一次配賦  

二次配賦  

ニニニニ：：二：ニニ：ニ：：．29．3％：：：：こニ：∴二二：  三次配賦  

■   

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  了0％  80％  90％ 100％  

ロ入院部門臼外来部門田中央診療部門n補助t管理部門  

図表4－14  

階梯把握段階ごとの医業費用 部門比率 E病院（DPC）  

一次把握  二∴二：：二：：217％二：ン：：二：：：  

二次把握  

：：：：：ニ：二二：：ニニ：：：307％：二：二：：：：：：：：′0．0％  三次把握  

09。 10％  209。 30％  409ら  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

口診療・入院口診療・外来田診療共通ロー般管理補助  
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（イ）H病院   

三次配賦結果は、部門別調査研究では入院部門が72，1％、外来部門が27．9％であ  

ったのに対し、DPCコスト調査研究では、入院部門が70．2％、外来部門が29．8％  

であった。  

図表4－15  

階梯配賦段階ごとの医業費用部門比率 H病院（部門別）  

一次配賦  

二次配賦  

c．  

－こ・：二寅∴こ ・ 

し  」 ⊥】 」⊥▼ 」▼  

0％ 10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

□入院部門臼外来部門  田中央診療部門皿補助・管理部門  

図表4－16   

階梯把握段階ごとの医業費用 部門比率 H病院（DPC）  

一次把握  

二次把握  

三次把握  

l  仁▼」＝Ⅵ▼■Ⅶ▼▲⊥」 」  」  【」  

0％ 10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

、‾ 

匝森二大蔭盲彦斎示束盲東森哀高石二由由子東面1  

（ウ）まとめ   

E病院、H病院における、一次配賦の部門別配賦比率と一次把握の部門別配賦比  

率に差異があるものの、三次配賦と三次把握では、部門別配賦比率が概ね同様の結  

果となった。  
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（∠と）三次配賦結果と三次把握結果の比較  

部門別調査研究の三次配賦結果（入院）と、1〕P〔ニコスト調査研究の三次把握結   

果（入院）を比較したtl  

ア）比較の前提  

DPCコスト調査研究の三次把握結果には、材料費（保険対象）が含まれないた   

め、材料費を除外して比較したし 

また、部門別調査研究の階梯配賦の対象が、施設全体収支データであるのに対し、   

口P（ニコスト調査研究の階梯把握の対象には、コストデータにおける病院外を含ま   

ない 

（イ）入院・外来比率   

E病院、トⅠ病院のいずれも、入院部門・外来部門がともに、部門別調査研究に対   

し、DPCコスト調査研究の結果が大きかった。  

図表4－17  

三次配賦（部門別）および三次把握後の  
入院外来別医業費用（材料費を除く）  

E病院  

300・000、 ▲で6印耶  

250．000   

200．000  
（
巴
十
）
旺
舶
鮎
幽
 
 

150，000 r  

100．000  

50．000「  

0  

104．935116・399  

入院部門  外来部門  

□部門別BDPC  

図表4－18  

三次配賦（部門別）および三次把握後の  
入院外来別医業費用（材料費を除く）  

H病院  

し200，000  「077．523  

1．000．000ト   

800・000  

600．000  

400．000  

200．000  

0  

（
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車
）
旺
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輔
幽
 
 

459．223  

入院部門  外来部門  

口部門別□DPC  
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（ウ）入院部門における医業費用の比較  

①E病院   

E病院における材料費を除く、入院の医業費用を比較した。   

ただし、DPCコスト調査研究では、病院外の費用を含まない。  

図表4－19  

入院 医業費用（材料費を除く）  

E病院  

300－000「  鋸去人経費  

日研究研修費  

田建物付属設備  

1口建物   

＝口医療用機械備品  

トⅢその他機械備品  
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田その他の減価償却費 

ロ寝具委託費  
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Ⅲ医事委託費  

臼その他の委託費  

旧経費集計  

ヨ法定福利費  

血退職給与費用  

：田賞与引当金繰入臨  

周事務員給  

や技能労務員給  

臼看護師給  

囚医療技術員給  

ロ医師給   
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0
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∩
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0
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②H病院   

H病院における材料費を除く、入院〝）医業費用を比較した。   

ただし、T〕F）Cコスト調査研究では、病院外♂）費用を含まない 

図表4－20  

入院 医業費用（材料責を除〈）  

H病院  

1．200．000  
国法人経貴  

日研究研修費  

国建物付属設備  

口建物  
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（ェ）診療科別比率   

DPCコスト調査研究において、診療科別費用を計算した。   

E病院およびH病院の神経科において、他の診療科に対して大きな差がみられた。   

また、E病院の形成・美容外科において、部門別収支調査研究では、89，872 円  

が計上されたが、DPCコスト調査研究では計上されなかった。  

図表4－21   

入院部門・診療科別費用（材料費を除く）  

E病院  
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
 

0
 
∩
）
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
0
 
∩
）
 
 

9
 
0
D
 
7
 
6
 
5
 
 

□部Fヨ軍・し翌々PC」  

（
に
中
）
旺
恥
琳
幽
 
 

0
 
0
 
0
 
 

0
 
∩
）
 
∩
）
 
 

0
 
0
 
0
 
 

0
 
0
 
0
 
 

4
 
3
 
2
 
 

1
 
 
 

形
成
．
美
容
外
科
 
 
 

整
形
外
科
 
 

外
科
 
 

神
経
科
 
 

内
科
 
 

耳
鼻
い
ん
こ
う
．
気
管
食
道
 
 

婦
人
科
 
 

ひ
尿
器
科
 
 

脳
神
経
外
科
 
 

図表4－22   

入院部門・診療科別医業費用（材料費を除く）  
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第4章   

大きく差がみられた神経科に／ついて、科目二王に比較した。   

E病院、H病院に共通して、看護師給おし上び匡噂技術員給が、神経科げ）費用の差  

に大きく寄与していた〔、  

図表 4－23  

入院部門 神経科における医業費用（材料費を除く）  
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図表4－24  

入院部門 神経科における医業費用（材料費を除く）  
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（5）まとめ  

入院部門における診療科別配賦比率は、部門別調査研究とDf）Cコスト調査研究  

の間で、概ね山致したものの、収集デーータの比較において、DPCコスト調査研究  

の給与費が、部門別調査研究における給与費より大きく計上された。   

これは、DPCコスト調査研究が、1）標準単価として国家公務員俸給表の給与  

を用いたモデルコストに基づき、給与費を貸出していること、さ仁）に、2）月168  

時間を国家公務員俸給表の給与に等価であるとした上で、当該給与を勤務時間比率  

に乗じることで施設全体の給与費を算出するのに対L、部r朋り調査研究では、施設  

全体の給与費を接分するためであると考えられる（〕  
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4．4．等価係数について   

4．4．1．標準的等価係数について  

特殊原価調査によって各病院から得られた資源投入量を基に、標準的等価係数の  

導出を試みた。  

標準的等価係数は、個別病院における調査実施方法による異常値の影響を緩和す  

る観点から、資源投入量の中央値を用いて導出した。  

以下に、導出方法と導出結果について記載する。  

（1）導出方法  

標準的等価係数は、平成16年度調査研究および平成17年度調査研究の特殊原価   

調査結果を用いて導出した。  

ただし、対象の診療行為は、全ての調査対象病院において、 1件以上等価係数が   

作成されたものとした。  

標準的等価係数は、診療行為点数表区分ごとに、給与費、材料費および設備関係   

費について作成した。  

給与費の標準的等価係数は、職種別資源投入量について全ての病院の中央値を算   

出し、これに平均給与を乗じたものを、当該診療行為に携わった全ての職種につい   

て合算することで、診療行為ごとの給与費実額を算出した。  

さらに、ある診療行為の給与費実額を1．00（基準値）とした上で、個々の診療   

行為について給与費実額の相対値を算出し、これを給与費の標準的等価係数とした。  

材料費の標準的等価係数は、診療行為ごとの材料費実額について全ての病院の中   

央値を用い、ある診療行為の材料費実額を1．00（基準値）とした上で、個々の診   

療行為について材料費実額の相対値を算出し、これを材料費の標準的等価係数とし   

た。  

設備関係費の標準的等価係数の導出方法は、材料費と同じである。  

（2）導出結果  

「（別冊）資料編」の資料5を参照のこと。  
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4．42．標準的等価係数の評価について  

作成された標準的等価係数を、より′客観的に捉えるた拭）、外保速読案1の報酬額  

ヒ、標準的等価係数を比較したtっ  

具体的な比較方法と結果に／1いて、以1、▲に記載するり  

（］）外保連試案の報酬客員と標準的等価係数の比較  

外保連試案の報酬額と比較するために、給与費および材料費の標準的等価係数を  

標準化前のコスト（金額）の段階で全て合計した総額を求め、改めて標準化した標  

準的等価係数を作成した。  

外保連試案の報酬額は、該当する診療行為コーード（Kコ ード・Dコード・Eコー  

ド）ごとに手術料‥検査料の平均値を求め、等価係数作成時に基準とした診療行為  

コーード（手術・検査・画像診断について、それぞれK633：ヘルニア手術・D308：  

胃・十二指腸ファイバースコピー・E200：コンピューター断層撮影）が1．00とな  

るよう標準化したし、  

ここでは、給与費等価係数および材料曹等価係数がいずれも8以．との病院から作  

成された診療行為について比較した（－（図表4－25を参照のこと（】）  

図表4－25 標準的等価係数の比較  

人件督寄与l掃出育苗与   設備費寄与   
外保連試案  

手術   KOOO  割Ⅷ処理   01111 068   002   00t   022  

KOO5  ＆膚、皮下鳩瘍積出桁（霞出如）   D：】6  031  002   003   039  

KDO6  皮膚、皮下膿瘍幸籠比簡（霞出部以外）  0こ】6  0こ12  001   003   0：箋4  

KO28  瞑鞘切開術（間節鏡下によるものを含むJ   O19   018   001   000   033  

KO37  燵縫合術   1t）3   094  008   000   163  

KO46  骨折観血約手術   252  0月1  141   020   27D  

K282  05ti  041   014   00l   215  

K28こl   045  031   0り   口01   33♭  

十トト  136   026   004  39こ】  
K6ココ   しり0  069   028   OD3   100  

K655  胃切除腑（托l腔鋏（補助上下によるものを含む）   3q3   255   038   OlO0 367  

K657  胃全橋桁（内1月蹟（補助）下によるものを含む）   340   312   004  024  728  

K718  虫垂切除術   0 71   D64   001   006   11t  

KT19  総Il切除術   229   211   015   004   317  

＝柑m  膜胱慕情膿瘍手術   0’）9   085   002   01†   863   

検査   ＝DZ15   超音波檎蒼   069   D21   000 】 047  D29  

D25tl  眼底カメラ11影   0。！4  D16   008  01ti  

D～8B  鴇色帝王式験  0122 011   801  050  

気管支ファイバースコピー  043  036   006  072  

甲・十二指Ilファイ〃トースコピー  †〕0   019   015   065   100  

D〕‖  大場ファイバースコピー   324   026   003   295   082  

后，7  膀胱尿道ファイパースコピー   D15   D13   002  089   

00丁   

‡茎芸≡  575   038   

［2〔）0   1DD   UlO   009  053  034  
繊気共qlコンピューター断職場贅  01D   063 】 001  1D9   

l門珊灘酬の関する外保連試案［第6版］』平成17隼11［Ⅰ外科系学会社会保険委員会  

連合（外保連）、打】、′日本検査報酬に関する外保漣試案し第3版］』平成17イ「llJl外科系学  

会社会保険委員会連合（外保連）  
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標準的等価係数と標準化した外保連試案額について、基準とした診療サービスの  

コスト（実額）を比較すると以下のとおりであった。   

標準化した外保連試案額1．00を標準的等価係数に換算すると、手術では1．56、  

検査では1．55と外保連試案においてやや高めであり、画像診断では0．96とはぼ同  

額であった。  

図表4－26 標準化した外保連試案額1．00の標準的等価係数換算値  

（給与費＋材料費＋設備関係費）  

標準的等価係数換算値   

手術   （K633）   

（D308）   l．55   標準化した外保連試案額1．00の         l．56  検査      画像診断（E200）  0．96  
図表4▼26の値に外保連試案の報酬額（図表4－25）を乗じたものと、標準的等  

価係数を比較したところ、図表4－27、図表4－28、図表4－29のとおりであった。  

図表4－27 手術における標準的等価係数（給与費＋材料費＋設備関係費）の比較  

外  10．00  

0．00  2．00  4．00  6．00  8．00  10．00 12．00 14．00  

標準的等価係数  
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図表4－28 検査における標準的等価係数（給与費＋材料費十設備関係費）の比較  

5．00  

4．5（）  

4．00  

ニミ．50  
外  

保  

連：i．00  
試  

案2．50  

の  
報2・00  

1．50  

1．00  

0．50  

0．00  

0．00 0．501．00 1．5（）2．00 2．50 3．00：ミ．50 4．00 4．50 5．00  

標準的等価係数  

図表4－29 画像診断における標準的等価係数（給与費＋材料費＋設備関係費）の比較  
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さらに、給与費と材料費の資源投入量に対し、設備関係費の資源投入量は収集さ  

れた病院数が少なかった。このため、設備関係費を除き、給与費と材料費のから作  

成した標準的等価係数と、外保連試案の比較した。   

この場合、図表4～26に対応する換算値は図表4－30のとおりであった。  

図表4－30 標準化した外保連試案額1．00の標準的等価係数換算値（参考）  

（給与費＋材料費）  

標準化した外保連試案額1．00の  

標準的等価係数換算値   

手術   （K633）   1．61   

検査  （D308）  4．49   

画像診断（E200）   1．29   

図表4－31手術における標準的等価係数（給与費＋材料費）の比較（参考）  

外  10．00  

0．00  2．00  4．00  6．00  8．00  10．00 12．00 14．00  

標準的等価係数  
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図表4－32 検査における標準的等価係数（給与費十材料費）の比較（参考）  
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図表4－33 画像診断における標準的等価係数（給与費＋材料費）の比較（参考）  
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（2）まとめ  

8以上の病院から収集された標準的等価係数について外保連試案の報酬額との   

相対的な比較を行ったところ、手術について外保連試案の報酬額は標準的等価係数   

に対して高くなったもげ）の、検査おょび画像診断については概ね一致した。  
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4．5．総括   

（1）調査手法の整理について  

①医師勤務に関する比較調査  

平成16年度調査研究では、調査班で2種類の調査方法を設計し、病院ごとにい  

ずれかの方法を選択し、調査を実施した。  

しかしながら、これらの調査間で結果がどのように異なるかを捉える比較調査を  

実施しなかった。  

そこで、平成17年度調査研究では、従来の調査方法に、DPCコスト調査研究  

の調査手法に準拠した方法を加え、調査方法問の比較を行った。その結果、3種類  

の調査結果に大きな差が無いことが分かった。  

したがって、医師勤務に関する調査は本調査研究の中でも、比較的調査負荷が大  

きい調査であることを鑑み、最も簡易なDPCコスト調査研究の方法を用いること  

で、DPCコスト調査に参加しない病院も含め、精度を維持しつつ病院側負荷の軽  

減に供するものであると考えられる。  

②設備関係費に関する調査  

平成16年度調査研究では、特殊原価調査として、給与費、材料費に関する調査  

を行ったが、設備関係費については行わず、延べ患者数比を用いて三次配賦を行っ  

た。  

これについて、 平成17年度調査研究では、検査や画像診断といった診療行為に  

おいては、資源投入量に占める医療機器の寄与が大きいのではないかとの仮説に立  

ち、新たに特殊原価調査に医療機器に関する設備関係費を加え調査を実施した。  

その結果、特殊原価調査を用いた三次配賦を行うことができた。しかし、その値  

は平成16年度調査研究に含まれる延べ患者数比を用いた三次配賦による結果と概  

ね一致した。  

したがって、医療機器について特殊原価調査を行う必要はなく、今後は、設備関  

係費の三次配賦には延べ患者数比を用いた配賦で十分である。  

③手術に関する調査  

手術に関する特殊原価調査を行い、それにより算定された標準的等価係数を用い  

て、外保連試案の報酬額との比較を行ったところ、外保連試案のコストの方が大き  

かった。  

そこで、手術に関する調査を重ね、両者の相違をさらに検討する必要がある。  

なお、検査・画像診断については両者は概ね一致した。  
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（こミ） DPCコスト調査研究との比較  

部門別調査研究における診療科別収支計貸結果とDPCコスト調査研究の結果   

を比較したところ、診療科別配巨武比率は概ね・・一致Lたものの、給与費の計上客酎二差   

異があったため、総額は異なった（，  

二れは、部門別調査研究が、総費用を捉えた上で部門へ按分する方式である♂）に   

対し、DP〔：コスト調査研究が、国家公務員俸給表の給与を所定時間内給与と見な   

して実際の勤務時間に乗じて算出する積上げ方式を用いるため、実態より高額にな   

るためと考えられるし－  

今後は、上記の比較を通じ、両調査研究の収集データについて可能な限り共通化   

することで、DPCに取組む病院側のデーー・一夕／ヾ山一スを最大限に活用することによっ   

て、調査の省力化が可能になると考えられるし、  

4．6．本調査研究の成果の活用  

本調査研究の目的は、病院の診療科別経営実態を捉えるため、診療科別収支計算  

方法を開発することであり、平成17年度調査研究において、当該手法をほぼ完成  

できた。  

今後の活用方法としては、開発された診療科別収支計算方法を活用し、診療科別  

経営状態の把握を行うことにより、医療経済実態調査とあいまって診療報酬改定に  

当たって♂）政策立案に質する基礎資料とすることが可能になると考える。  

4．7r．今後の実施方法について  

部門別収支調査は、本年度の研究で妥当性が明らかになった簡便な手法を用いる  

ことによって、急性期病院における診療科別収支を捉え、今後の診療報酬改定の参  

考資料とする観点から、政策的にも有益な車）のである。  

平成18年度調査研究を実施する場合には、平成17年度調査研究までに開発した  

手法を用いてより多くの病院に対して調査を実施することが考えられるt、  

対象病院としては、レセプト・デ←タと類似の情報が得られるDPCのEファイ  

ルを用いることが可能なDPC準備病院やDPC対象病院に協力を依頼して調査  

対象病院に含めることを検討してはどうかと考える【。  
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